
第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-1-1　業務改善①
SHELL 分析を用いたリハビリテーション科の課題検証から取り組みまで

1 桜十字病院　リハビリテーション部，2 桜十字八代病院　リハビリテーション部，3 おおもり病院　リハビリテーション科

ふるしょう りょうた

○古庄 諒大（理学療法士）1，村上 真一郎 3，内田 康弘 3，青木 享 2

【はじめに】
平成 30 年 5 月より桜十字グループ協力の下、おおもり病院リハビリテーション科の業務内容の見直し、改善
が行われている。今までのおおもり病院リハビリテーション科の不十分である物、対応、システムなど様々な
課題、問題を解決するため客観的、画一的な評価の出来る SHELL モデルを用いて問題点を明らかにし、改善
点を報告させて頂く。

【目的】
Ⅰ）医療安全等で使用されるSHELLモデルに沿って当院リハビリテーション科の課題・問題点を明らかにする。
Ⅱ）ソフト面、ハード面、環境面、ライブウェアの各々の面での課題・問題点を抽出し、改善を図る。

【方法】
当院リハビリテーション科スタッフに以下の 5 項目について問題点を列挙して頂く。
Ⅰ）Software Ⅱ）Hardware Ⅲ）Environment（環境）Ⅳ )Liveware（スタッフ）Ⅴ）Liveware（患者様）

【問題点】
Software の問題点として、#1 リハカンファレンスがない #2 カルテが一元化できていない等が挙げられた。
Hardware の問題点としては一番に #1 リハ管理システムがないに意見が多く挙がった。環境面では #1 リハ
ビリ室が狭い、Liveware ではスタッフ自身として #1 マンパワー不足 #2 他職種とのコミュニケーション不足
が挙げられ、患者様による Liveware として #1 疾患期限切れの患者様が多い #2 外来患者様が少ない等の意見
が挙がった。

【改善点】
Software の改善点では定期的なリハミーティングを導入した。また、リハカンファレンスを開始したことで、
他部門との連携が以前よりも密に行えるようになった。Hardware の改善点ではリハ管理ソフトを導入し、業
務効率改善化を図った。Environment では大きな改善点としてリハビリ室の拡大を行った。Liveware（スタッ
フ）では、ST の加入もあり、前述のリハビリ室拡大も伴い施設基準も脳血管Ⅰへ変更となった。

【倫理的配慮】
使用するデータはヘルシンキ宣言の趣旨に則り実施し , 利益相反に関する開示事項はない .



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-1-2　業務改善①
健康診断事業における新しい健診システムの導入効果

岸和田平成病院　総合健診センター

かわさき ひとみ

○川崎 一美（事務職），北野 奈穂子，鎌 由紀子，南 和仁

【背景・目的】
岸和田平成病院の総合健診センターでは、予防医療の一環として大阪府内を中心とした企業および施設に対す
る年間約 27,000 人の健康診断事業を実施している。最近は健康診断事業の様々な要望に対応したコースやオ
プションが必要となり、その結果健診内容の多様化・複雑化して結果返却までの時間を要することが問題となっ
ていた。2016 年度より、健康診断事業のサービス拡充を目的に新しい健診システムを導入したので、その結
果を報告する。

【方法】
新旧の健診システムの作業内容を比較した。それぞれのシステムの作業効率や結果処理日数などを評価した。
結果処理日数は 10 社を選択し、システム導入前後で結果処理日数を解析した。

【結果】
従来のシステムでは、入力の結果出力のみ実施可能で、請求書や受診票の作成・印刷を別ソフトで別途行って
いた。一方、新しい健診システムでは、これらの業務をひとつに集約することが可能になり、今まで分散して
行っていた業務を一元管理できるようになった。新しい健診システムの導入により、健康診断の事前準備から
結果返却までの作業が一元管理可能になり、健診実施から結果返却までのかかった日数が、平均 25 日から平
均 13 日まで約半分の時間に短縮した。まとめると健康診断の処理能力拡大により、①結果処理時間の短縮、
②至急報告対象者の迅速な対応、③受診票作成時間の短縮、④平成医療福祉グループ内の健診処理委託などが
可能になった。

【結論】
新しい健診システムの導入により健康診断結果の処理能力が拡大し、①作業時間の短縮、②迅速な結果返却が
可能、③業務効率・人件費が改善した。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-1-3　業務改善①
インカムトランシーバーの導入 
～効率的な協力体制を目指して～

医療法人和光会　介護医療院　恵愛荘　看護科

まえだ みやこ

○前田 美弥子（看護師），末永 幸子

【はじめに】
 当施設（定員 100 名）は、平均介護度 4.2、経管栄養 29 名、吸引 14 名、認知Ⅲ以上 7 割で年間約 30 人の看
取りを行っている。質の高いサービスを提供する目的で平成 29 年 7 月インカムを導入し、業務効率化、情報
発信・共有に取り組んだ結果を報告する。

【インカム導入の概要】
 装着職種は看護・介護・リハビリ・ケアマネとし、日勤の職員数に合わせ 43 台導入した。これをフロア順に
3 期に分け各期課題を抽出しスムーズな導入を計画した。
 【インカム導入の目的と導入効果】
 ①利用者の情報共有と安全確保
 以前は、応援や処置が必要な場合、看護師を探すため相当の時間を要していたが、導入後は容易に応援要請
が可能となり、利用者の安全確保に繋がった。インカムの導入後 1 年経過した現在は、転倒転落等の発生件数
が約 30％減少した。
 ②業務の効率化
 処置の依頼や応援要請など、インカムを活用することで適切な情報を伝達することができ、応援要請から処
置完了までの時間を約半分以下に短縮することが出来た。
 ③職員の支援体制作り
 以前は、職員によっては頼みやすい職員に業務を依頼する傾向にあったが、インカムにより全職員に発信す
ることで業務の時間短縮、利用者の情報共有に繋がった。
 ④接遇の向上
 導入前は、伝達や応援要請の際、大声で行われる場面をよく見かけていたが、インカムを活用し容易に所在
確認が行われ大声を出す必要が無くなり穏やかな空間が保たれるようになった。
 【考察と課題】
 インカム導入後、効率的なチームケアが出来る様になり、質の高いケアが提供できる体制が整った。また、
新入職員も安心して業務遂行が出来る支援体制が構築され、働きやすい環境にも繋がっている。また、転倒転
落件数が減少していることから、インカムの活用が利用者の安全確保にも繋がっていると考えられる。今後は、
全体の指揮が取れる人材育成を行い職員間の協力体制を強化し、より質の高いサービスを目指したい。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-1-4　業務改善①
退院カルテ処理の迅速化への取り組み

泉佐野優人会病院

なかむら ひろみ

○中村 弘美（診療情報管理士），保田 真由美，古田 あゆ美，加藤 寛

【目的】
退院カルテ処理の際、書類の編綴の遅れや書類に不備がありカルテ完成までの期間が長期間になりがちである。
その為、早期の退院カルテ完成に向け、退院患者の多い回復期リハビリテーション病棟を対象とし、現状把握
と対策について取り組む。
 

【対象】
取り組み前の 2018 年 9 月度の退院カルテと取り組み後の 2018 年 10 月度の退院カルテを比較した。
 

【方法】
書類編綴の遅れに対しては、病棟クラークやコメディカルへ早期書類編綴するよう周知徹底した。編綴された
書類のチェックを行い、漏れや不備があれば各部署へ通知した。書類の不備修正の遅れに対しては、院内にお
ける書類の修正期限を 1 週間と定めた。また、退院日より 1 週間毎に修正状況を見直した。2 週目を過ぎても
修正できていない場合は病棟責任者に報告し、受け持ち看護師へ修正するよう直接指示してもらった。以上を
退院カルテ完成まで繰り返し行った。
 

【結果】
書類編綴の遅れについては、約 1 週間以内には退院カルテへ編綴される様になり早期編綴を徹底できた。書類
の不備修正の遅れについては、2018 年 9 月度では、完成した退院カルテ 15 冊は完成までに平均 4 週間を要した。
しかし、2018 年 10 月度では、完成した退院カルテ 15 冊は完成までに平均 2 週間半を要し、退院カルテ処理
の期間を短縮できた。
 

【考察】
今回、退院カルテ処理の迅速化に取り組んだ結果、退院カルテ完成までの期間の短縮がみられ、看護スタッフ
やコメディカルの書類に対する意識向上が図れたと考える。しかし、今回完成までに約 4 週間を要した 5 冊の
退院カルテについて調べると、多職種で行うカンファレンスの作成が長い期間かかっている事がわかった。今
後は看護スタッフだけでなく各コメディカルへも期間内作成を周知徹底し、さらに効率的に退院カルテ処理が
進められるよう取り組みたい。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-1-5　業務改善①
Microsoft Access® による DI 業務支援ツールの作成と導入

鶴巻温泉病院　薬剤科

やまぐち けいすけ

○山口 恵輔（事務職），今井田 真彩，高橋 麻衣，新枦 義之，岩城 康子

【背景・目的】
  一般財団法人日本病院薬剤師会の医薬品情報業務の進め方 2018 によると、チーム医療により医療における
薬剤師の役割が広がり、医薬品情報業務 (DI 業務 ) の役割・位置づけも大きく変化している。薬剤師の業務の
中心が「もの」から「人」へと変化する中で医薬品情報業務は必要不可欠であり、薬剤部全体で取り組むべき
ものと記されている。
 当院薬剤科の DI 業務のうち使用薬剤の薬価計算業務がある。当院では入院費が包括されている病棟がほとん
どであり、使用薬剤費が重要となってくる。薬価計算業務は書類上での業務ではあるが、多忙な日常業務にお
いては負担となっている。
 そこで今回、Microsoft Access® を用いて薬価計算を容易にするツールを作成し導入した。それに付随し薬
価計算業務の件数や薬剤に関する質疑への対応を記録する日報 (DI 日報 ) も作成した。

【方法】
 厚生労働省のホームページより薬価基準収載品目のデータを用いて薬価計算ツールを作成し導入した。薬価
計算ツールは Microsoft Access® で作成した。また、DI 日報も Microsoft Access® を用いて作成した。

【結果】
 薬価計算業務は従来、インターネットへ繋がるパソコンで薬価検索サイトを参照しながら電卓で計算してい
た。しかし、今回作成した薬価計算ツールは Microsoft Access® が搭載されているパソコンであれば、計算
結果の出力まで可能となり薬価計算業務に掛かる時間が短縮された。
 DI 日報は薬剤に関する質疑への対応や件数、掛かった時間等をカレンダー形式で記録し、それを月単位など
で集計し出力できるようになった。このことで、仕事量を時間で「見える化」することが容易になったと考え
られる。

【結論・考察】
 薬価計算業務は業務に掛かる時間が短縮され、DI 日報は日々の医薬品情報業務に掛かった時間を「見える化」
することができた。薬価計算ツールは薬価改定時にデータの入れ替えが、その都度必要であることが今後の課
題である。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-2-1　業務改善②
看護方式を変えたら嬉しいことがありました

白澤病院　看護部

こしろ ともこ

○小城 知子（看護師），仲山 則子，大越 里恵，大嶋 弘子，市村 利枝

当病棟は 58 床で神経難病患者が 8 割以上を占め、セルフケア能力低下、意思疎通困難、医療依存度が高い特
殊疾患病棟です。看護方式はプライマリーナーシングを導入、患者１人に係る看護を担当の看護師が実施して
いるため、処置、ケア、判断に個人差があり、患者の安全の確保・提供力に差がでる事があった。又職員の中
には業務が終わらないことへの不満が生じていた。そこで、看護レベルの統一を図ること、業務を分業化し効
率よくすることで患者の安全を確保し、職員の満足が得られるように看護方式の見直しを実施した。
方法
期間：平成 30 年 6 月から平成 31 年 4 月
対象：病棟看護職 20 名・介護士 8 名
方法：質的データー分析
第一段階
1    平成 30 年 6 月：プライマリーナーシングに一部機能別看護方式を導入し、
業務内容を検討
  2　 3 か月後意識調査実施し、KJ 法で分析し課題の抽出
第二段階
  1　 平成 30 年 12 月：プライマリーナーシングを主軸にした機能別に修正
  2 　3 か月後に再度同じ意識調査実施
結果  
第一段階では患者に提供する看護レベルの均一化が図れてきた反面、機能別が主軸になり患者との個別対応が
希薄傾向となった。意識調査からは、安全でより良い看護が提供できていると思う：27%。定時に帰れている：
57% 第二段階では、プライマリーを主軸に実施し、患者との係りもあり、複数で実施することで安全性が確
保できた。再度、意識調査実施し、安全でより良い看護が提供できていると思うか：71%。定時に帰れている：
82% であった。
考察
今回看護方式を 2 度変更した事で、多角的な視点から看護が介入できるようになり、情報交換も密にできるよ
うになった。ケアの不足部分や優先度等の気付きが多くなり、看護提供の個人差を埋める事ができた。また気
づきを行動に繋げるまでの可能な体制が構築され安全性も確保できたと考える。更に先輩が新人をフォローし、
業務の調整を図るようになり、時間に余裕が生まれた点も挙げられる。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-2-2　業務改善②
固定チームナーシング導入による看護師の変化 
～機能別看護方式から固定チームナーシングへの変更～

安来第一病院

ふじもと えりか

○藤本 恵里花（看護師），長澤 恵子

【はじめに】
これまで病棟の看護方式は、機能別主体の受け持ち看護体制であったが、継続看護の質向上を目的に、2019
年 2 月より固定チームナーシングを導入した。今回、看護方式変更後にスタッフへ質問紙調査を実施し、現状
の把握と今後の課題を検討した。

【研究方法】
1． 調査期間：2019 年 6 月～ 7 月
2． 調査対象：病棟看護師 24 名（看護師長を除く）、准看護師 3 名の計 27 名
3． 調査内容：西元が作成した固定チームナーシングチェックリストを参考に、自作の調査用紙を作成した。
4． 分析方法：回答の基本統計量を出し、自由記載の内容は KJ 法を用い、カテゴリー化した。
5． 倫理的配慮：質問紙は無記名とし、個人が特定されないようにした。アンケート調査への参加は、自由意
思であり、質問紙の返信をもって同意とすること、データーは研究目的以外での使用はしないことを文章で説
明した。

【結果】
回収率 66.7% であった。「受け持ち患者・家族との関わりが増えた」は 68.7%、「受け持ち看護師の自覚と責任
が増した」は 87.5%、「受け持ち患者の看護計画の実施・評価・修正を行っている」は 68.7% であった。導入
後の意見として、[ 患者・家族と関わることが増えたことによる信頼関係の向上 ][ 患者・家族に寄り添うため
の意図的なコミュニケーション ][ チームメンバーの協力による統一されたケアの提供 ][ 受け持ち看護師の自覚
強化 ][ 看護師の看護に対するモチベーションアップ ][ スタッフが感じている問題と課題 ] の 6 つのカテゴリー
が抽出された。

【考察】
固定チームナーシングを導入することにより、受け持ち看護師の自覚が強化され、患者・家族の思いに寄り添っ
た看護をチームメンバーが協力しながら実践しようとしていた。チームメンバーが協力し、支え合うことで看
護師のモチベーションアップにもつながった。更にスタッフが感じている問題を明確にし、課題を解決するこ
とが看護師の成長とチームの機能強化に必要であると考えられた。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-2-3　業務改善②
看護部の人員定着に関する取り組み 
～離職防止について考える～

永生病院　看護部

のだがしら こうじ

○野田頭 弘治（看護師），犬塚 久善，金坂 朝広，佐藤 陽，田島 政野，安川 早小女

1. はじめに
安定した質の看護を提供するためには看護師の人員定着は重要な課題である。当院でも人員定着への取り組み
の一環として、看護管理者に対して離職防止に関する研修を行い、さらに全看護師を対象にアンケート調査を
行った。今回、この取り組みとその結果を通して人員定着について考察をおこなったため、ここに報告する。
2. 方法
① 2018 年に全看護管理者に離職防止に関する研修を計 3 回実施。研修評価については 2018 年度の離職率と当
院の過去 2 年間の離職率との比較にて行う。
②全看護師を対象に無記名自記式質問法にてアンケート調査を実施。
3. 倫理的配慮
アンケート調査の実施においては、院内の倫理委員会の承認を得て実施した。また、研究の概要、参加は自由
意志であること不参加による不利益が生じないことを書面にて説明した。
4. 結果
①研修結果は、2018 年度の離職率は 14.1％であった。2016 年度 14.6％、2017 年度 12.8％と比較において大き
く変化はなかった。
② 2019 年 7 月現在、アンケート実施期間中。
5. 考察およびまとめ
日本看護協会より発表されている離職率の全国平均は 11％（2016 年度）で、当院との差は +3.1％であった。
この結果については当院のような慢性期医療を主としたケアミックス型の病院とのデータ比較ではないことか
ら参考にとどめた。
また、全看護管理者に実施をした研修では管理職のスタッフに対する関わりを中心に働きかけてきたが、今回
の結果からはそれだけに原因を求めることはできないことが明らかとなった。今後の課題として、実施中のア
ンケートの結果から人員定着のカギとなる要素を抽出し、それをもとに具体的な取り組みをしていくことが課
題となってくる。取り組みの結果として、管理職のみではなくスタッフも含めた人員定着に結びつく良い職場
風土の醸成を目指していきたい。
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5-2-4　業務改善②
遷延性意識障害患者への看護 
－看護師がモチベーションを維持し看護を継続するためには－

静岡徳洲会病院　慢性期病棟　看護科

すずき みか

○鈴木 美佳（看護師）

【背景】私は、遷延性意識障害患者へのケアに意味ややりがいを見出せずにいた。そのような時、紙屋が提唱
する患者の意識障害・生活行動の回復に注目した看護に出会った。【目的】看護師がモチベーションを維持し
遷延性意識障害患者への看護を継続する方法を検証する。【方法】期間は 2018 年 6 月～ 2019 年 6 月。日常生
活支援技術を取り入れ、患者の変化を看護師の観察視点から評価。家族７名と看護師 13 名に、質問紙による
アンケート調査を実施。【倫理的配慮】研究内容の公表、協力は自由意志で個人が特定されないことを説明し、
同意を得た。【結果】一年で寝たきり患者 40 名の半数が車椅子に移乗できた。そのうち 5 名は経管栄養から経
口へ移行し、3 名は誤嚥性肺炎を繰り返していたが発症せず経過した。家族は患者の回復への希望を持ち続け
ている。看護師は、患者を起こすことで、患者の小さな変化も気付くようになり、反応や表情がよくなったと
実感した。また、患者の関節拘縮が緩和し、ケアへの負担が軽減していると認識した。【考察】看護師は、患
者からのフィードバックが得られにくい。そのため、患者への関心の低下やケアの積極性が乏しくなる感情に
陥った際、看護継続意欲が削がれる。早期復帰には、肯定的な感情への置き換えが必要である。看護チームで
の関わり分かち合いが支えとなり、経験ある先輩の肯定的な声かけは、後輩の看護価値観に影響を与える。家
族とのコミュニケーションは、看護の方向性を確認するのに不可欠である。家族からの肯定的評価は、看護が
認められたことに繋がる。看護師には、患者を一人の生活者として、社会に戻すことが求められる。患者がそ
の人らしい姿に近づくことは、患者の QOL を高め、家族の QOL に寄与する。この生活行動援助への有意味
感は、看護師のモチベーションを支える。患者の可能性を信じてあきらめない職場風土の醸成に繋げることが
必要と考える。
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5-2-5　業務改善②
一般外来におけるトリアージシステム導入に対する活動

医療法人社団　永生会　南多摩病院　外来

はしもと せつこ

○橋本 節子（看護師），佐々木 早苗

 当院一般外来には内科・外科・整形外科・婦人科・泌尿器科・眼科・内視鏡があり、平均 500 名～ 700 名を
超える患者が来院している。特に内科外来が一番患者数も多く、総合内科・消化器内科・腎臓内科・循環器内
科・呼吸器内科・神経内科など専門科も併設していることから様々な症状の患者が待合にあふれている。予約
外も対応しているため長時間待っている患者の中には重症者も隠れており、実際緊急カテ・手術などに至るケー
スも少なくない。そこで、いかに重症者を早期に発見し適切な対応に結び付けることができるかが課題である
と考えトリアージシステム導入に向け、実践している内容について報告する。
 昨年度、一般外来看護師対象にトリアージシステム作成に必要な知識・技術の確認の為アンケートを行った。
その結果異常の早期発見をするための知識・技術に対して【不安】を強く持っており、勉強したいという意識
が高いことが分かった。特に【トリアージ】についての知識はほとんどなく、【問診】【フィジカル】に関して
は、各看護師の経験によるもののみであった。 多くの看護師が不安を感じながら日々多くの患者対応に追わ
れている。特に不安に思う症状としては「胸痛・頭痛・めまい・腹痛」であり、【不安】の理由として、重症
や緊急度の判定に自信がないことが大きな原因であることがわかった。これに対し症状別に問診方法やフィジ
カルアセスメントについて勉強会を企画し実施している。勉強会を行うことで看護師の緊急対応への意識を高
めることができると考えている。また重症患者の早期発見、対応に結び付けることができれば、看護師のモチ
ベーションアップにもつながりさらに、意識を高めることができると考えた。
勉強会前後で看護師の意識の変化を評価し、当院独自のトリアージシステム構築につなげていきたいと考えて
いる。
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5-3-1　業務改善③
安全で有効な留置期間～経鼻栄養チューブの交換回数の検討～

北九州若杉病院　看護部

いけひろ まゆみ

○池廣 周美（看護師），清原 真理子

Ⅰ目的・方法
　安全に経鼻栄養チューブの交換回数を減らすことで患者の苦痛緩和や業務改善につなげる。対象患者 4 名。
1 週 2 週 3 週 4 週それぞれの期間経鼻栄養ﾁｭｰﾌﾞを留置し細菌検査、ﾁｭｰﾌﾞ内の観察、患者の状態観察を行う。
Ⅱ倫理的配慮
　患者家族に研究の趣旨、内容、データ及び個人情報は本研究以外では使用しない旨を口頭・書面にて説明し
同意を得、当院倫理委員会で承認を得た。
Ⅲ結果
　週数が増えると増殖がみられた菌が存在した。チューブ内は 2 週間目までは全員付着物や残留物については
みられなかった。3 名の患者に 3 週間目 4 週間目と点状の黒色や黄色の付着があった。全員大きな発熱はなく
バイタルサインの変化はなかった。嘔吐や下痢等症状なく経過した。
Ⅳ考察
　菌の種類は常在菌であった。対象患者の身体変化はなく経過した。経鼻栄養チューブ内の細菌の定着を防ぐ
ためには、チューブ内を清潔に保つことが重要でありそのため経管栄養注入後は栄養がチューブ内に残留しな
いよう管理することが必要でありまた鼻腔から出ている経鼻栄養チューブの長さが短い方がチューブ内に栄養
物などの残留物が少なく細菌の繁殖予防にも繋がると考える。以上のことから、経鼻栄養チューブの交換回数
を週に 1 回ではなく 2 ～ 4 週間に 1 回へ減らすことは検討可能であると考える。また今回の研究をしていく中
で胃瘻の適応についても考慮していく必要があるのではないかと考えた。
Ⅵ結論
菌の増加は認められたが常在菌が主であり身体への影響はなかった。細菌の繁殖予防のためのチューブの管理
が重要である。経鼻栄養チューブの交換回数を減らすことは可能である。
引用・参考文献
1）塩原真弓、佐伯由香、他　経管栄養施行例における経鼻栄養チューブ、接続管の細菌学的調査　日本看護
研究学会雑誌　Vol.25　No.2　2002
2）工藤朋子、井上都之　在宅経管栄養注入ルートの洗浄、消毒に関する細菌学的調査　岩手県立大学看護学
部紀要 9：97-101、2007
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5-3-2　業務改善③
紐を使用した経鼻胃管カテーテルの固定法で手技時間の短縮と潰瘍形成リスク軽減を図る

1 医療法人　康生会　豊中平成病院　看護部，2 医療法人　康生会　豊中平成病院

ふじわら ひろゆき

○藤原 宏幸（看護師）1，松本 悟 2，阪上 健太朗 1，中川 正一郎 1

目的：医療療養病棟における経鼻胃管カテーテルで注入を行っている患者の鼻腔内潰瘍形成リスクの軽減と手
技の簡素化を達成すること。
 
対象：経鼻胃管カテーテルで栄養剤と白湯の注入を長期間継続し、過去に鼻腔内に潰瘍発生したことのある患
者 1 名
 
方法：経鼻胃管カテーテルの固定部に紐を括り付け、その紐を固定する。その後 1 週間にわたり、一連の固定
動作にかかる時間、挿入の深さ、紐の損傷の有無、鼻腔内の潰瘍形成の有無、紐による皮膚損傷の有無を評価
する。
 
結果：１週間にわたって固定の手技にかかる時間は通常より短縮され、紐に損傷はみられず、鼻腔内の潰瘍形
成や皮膚損傷もみられなかったが、固定が浅くなっていことがあった。
 
考察・結論：鼻腔内の潰瘍形成が減り、固定の手技も簡素化され時間を短縮できるが、最初の固定であそびが
大きいと留置しているカテーテルが抜けて浅くなり、気付かずにそのまま注入すると誤嚥や窒息を招く可能性
がある。
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5-3-3　業務改善③
オムツの使用方法改善への取り組み

医療法人　来光会　尾洲病院

すずき ゆきえ

○鈴木 由恵（看護師），尾藤 千晴，伊藤 廣美

【はじめに】
 当院は療養型病床でＡＤＬ区分の高い患者が多く、ほとんどの患者様がオムツを使用しています。オムツの
当て方は尿や便の横漏れ防止のために重ね当てや蛇腹当てをし、さらにカバーを横巻きにして当てることもあ
り、これだけ重ね当てしても尿や便漏れで衣類まで汚染することもありました。また、交換する際は重ね当て
のオムツを１枚ずつ抜いていく、いわゆる引き抜きという方法を行っていました。そのため、ご家族さまから
は「オムツ代が高い」「汚染した衣類の洗濯が大変」、スタッフからは「オムツを当て過ぎていないか」「蒸れ
て辛そう」という意見がありました。
そこで、ご家族さまやスタッフからの意見をもとに、オムツの使用方法改善に向けた取り組みを行いました。

【取り組み】
 オムツアドバイザーによる研修会を行い、オムツの吸収量と特性、オムツカバーのサイズ選択時のポイント、
性能を活用した有効的なオムツの当て方について理解を深め、オムツの当て方と使用枚数の統一を行いました。
それでも漏れてしまう事例があれば、アドバイザーに相談しながら個別的な当て方を検討し実施しました。

【結果】
  見直し前と比べて使用枚数は約半分、代金は最大５千円から８千円減少しました。また、オムツの性能を活
かし、交換時間の見直しも実施しました。オムツの交換回数は１日６回行っていましたが、見直し後は、３回
に減らすことができました。

【まとめ】
 オムツの特性を理解し、正しく使用することで使用枚数の減少と患者さまの不快感を軽減することができ、
同時にオムツの使用代金の削減と尿や便漏れによる衣類の汚染を減らすことができました。そして、この結果
について、患者さまやご家族さまからも好評価を得ることができ、私たちスタッフのオムツ交換に係る時間や
労力の軽減にも繋げることができました。
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5-3-4　業務改善③
入院患者様の入浴をより楽しく快適にする為の環境作り

平成記念病院

たなか たかはる

○田中 孝治（介護福祉士），脇坂 まり絵

［背景］
当院の浴室は殺風景でただ入浴をするだけのものになっていた。毎日入浴をする私たちとは違い週に数回の入
浴なのでより快適で入浴することが楽しいと思える環境作りが必要ではないかと考えた。また入浴の質の向上
を目指すことにより患者様の入浴に対する気持ちの変化が起こるのではないかと考え調査を行なった。

［目的］
患者様の入浴の質の向上

［対象］
今回の対象者は入院患者様、当院のスタッフを対象とする。

［方法］
・入浴剤を使用することで、香りによるリラクゼーション効果を期待し、患者の入浴に対する意識の向上、気
持ちの変化を目指す。
・ラジオを流すことで音によるリラクゼーション効果を促し浴室の雰囲気を変えることで、スタッフも楽しみ
ながらより質のいい入浴介助の提供を目指す。

［結果］
患者様とスタッフの声を聞き調査した結果。ラジオ使用はネガティブな意見が多く、ラジオの曲は最近の曲で
興味がない、浴室でラジオは聴いていても楽しくはないといった声が返ってきた。また入浴剤をしようすると
香りがよく心地がいい入浴剤を家でも使用していたから嬉しいといったポジティブな声が返ってきた。

［考察・結論］
今回の調査ではラジオに関しては患者に興味のない内容であったりする為反応が悪く患者様によって嗜好が違
うため難しいことが分かった。入浴剤の使用では患者とスタッフともにポジティブな声が多くいい結果がでた
といえる。ただ個浴では入浴剤の香りの継続はできるが機械浴になるとお湯を常に循環しているため香りの継
続が難しいといった問題があり改善が必要であった。そのため機械浴に関してはアロマランプなどを使用する
ことで香りによるリラクゼーション効果を期待できるのではと考え今後検討していく。
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5-3-5　業務改善③
入浴送迎の業務改善からの考察

福井リハビリテーション病院　看護部

なか ゆうじ

○中 裕治（介護福祉士）

【目的】
当病棟は 4 階に位置し 2 階の特殊浴室からの動線が一番長く、入浴の送迎に時間を要していた。平成 30 年 6
月からは 36 床から 50 床へ増床、病室も 1 フロア 15 部屋から 19 部屋に増え、従来の入浴送迎の方法について
見直しが必要となった為、送迎方法の改善を行いアンケートによる効果の検証、考察を行ったので報告する。

【方法】
①送迎動線の改善
入浴者の曜日振り分けがバラバラで送迎する部屋が分かりにくかった為、コーナー毎に曜日を固定する。
②送迎手順の変更
他病棟と同時進行から、病棟毎の入浴に変更。送迎スタッフも入浴中の病棟に集中させる。エレベーターでの
待ち時間減少の為、新館・旧館２台のエレベーターを活用。増床後は送迎スタッフ 2 名から 4 名に増加。入浴
中にベッドのシーツ交換を行う為、専門職員の配置。

【結果】
①送迎動線が短くなり、送迎が必要な居室や入浴の進行状況が明瞭になる。
②送迎スタッフが増員でき、ストレッチャーの集中使用、２台のエレベーター活用が可能になり効率化される。

【考察・結論】
アンケート結果では、介護全員が「動きが効率的になった」と回答したことから、入浴日のコーナー分けによ
り送迎の必要な部屋が明瞭になり、入浴の進行状況も分かりやすく、送迎業務における動線も短くなり、慌し
さも減少し、より安全に患者様を送迎できるようになったと考えられる。看護職の処置業務についても動線が
短くなり、効率化することが出来たが、「事故やその可能性は減少した」では介護 60％看護 36％であり、個別
の注意点への配慮が不足していると感じていると考えられる。入浴送迎の手順を改善し送迎スタッフも増加で
きたことで送迎業務がスムーズになり、病棟だけでなく浴室の業務でも待ち時間が減少し、入浴業務全体の効
率化にも繋がっていると考えられる。今後の課題として、安全と業務の効率化を考えた他部署との連携や、病
棟内での他の業務との連携を深めることが挙げられる。
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5-4-1　業務改善④
業務時間内で実施可能な腰痛改善プログラムの立案と実施によって得られた身体機能の変化及び
今後の課題

博愛記念病院　リハビリテーション科

なかむら けんいちろう

○中村 賢一郎（理学療法士）

【目的】
近年、当院の患者重症度割合の増加に伴い、職員の腰痛罹患率が増悪傾向となっている。また、厚生労働省が
公表している業務上疾病における災害性腰痛の割合は非常に多く、平成 27 年の統計では業種別の腰痛発生割
合で保健衛生業が全体の約 3 割を占め、医療・介護現場における腰痛罹患率は 5 ～ 6 割とされている。そこで、
業務時間内で実施可能な腰痛改善プログラムを立案・提供し、効果検証を行った。

【方法】
当院職員検診で腰痛調査を実施した職員 730 名のうち、腰痛ありと答えた 173 名の中からプログラム実施の協
力が得られた 41 名 ( 男性：7 名、女性：34 名 ) を対象に、業務時間内に行える 10 分程度のプログラムを 3 ヶ
月間継続した。期間終了後に実施後アンケート及び実施表の回収、身体機能評価 ( 立位体前屈、背筋力 ) を実
施した。統計処理は EZR を用い、有意水準は 5％未満とした。

【結果】
期間終了後、アンケートの回収と身体機能評価を実施した職員は 41 名中 27 名であり、実施表を回収したのは
17 名であった。統計上での有意差は認められなかったが、立位体前屈は平均 2.51cm 、背筋力は平均 16.52kg
の改善が得られた。継続期間の半数を実施した職員は 17 名中 5 名、アンケートでは、27 名中約 7 割が腰痛の
程度に変化なしと回答した。

【考察と今後の課題】
個人の平均実施日数 (38 日 ) を境に比較を行うと、立位体前屈、背筋力は高頻度群の方が改善値は高かった。
有意差が得られなかった理由として、実施票の回収率増加、総数を増やす必要があると考える。プログラムの
実施によってパワーポジションを獲得したことが背筋力向上に繋がったと考えるが、業務中に活用出来ている
とは言い難い。今回、業務時間内の実施を予定していたが、実際は約 9 割の職員が帰宅後に 1 人で実施されて
いたことから、業務が忙しく時間が確保しづらいことや、多人数での実施希望もあり、より短時間のプログラ
ムや他職種と連携しての時間設定が必要であると考える。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-4-2　業務改善④
腰痛予防環境づくり 
福祉用具を活用し定年まで元気に働こう

北摂中央病院

もり さなえ

○森 早苗（看護師），南部 千恵子，櫻井 真喜，芝地 敏幸

1. はじめに
 日本の労働産業において、介護職・看護職は『保健衛生業』として分類される。腰痛による労働災害申請件
数の最も多いのが、この保健衛生業である。介護分野において介護職・看護職の腰痛被害の増加が懸念されて
いる。当院においても、入院患者の ADL の低下に伴い介助作業には多くの職員が腰痛を生じさせる可能性の
高い動作を頻繁に行っている。
そこで、病棟での腰痛の実態と腰痛予防対策の施行が必要と考え研究したのでここに報告する。
 
2. 研究目的
・腰痛に対し正しい知識と適切な環境を知ることにより自己予防意識を持ち患者に対しても自分自身に対して
も安全なケアができる。
・腰痛負担軽減のために福祉用具を正しく活用し、腰痛軽減につなげる。
 
3. 結果
 アンケートを行い、職務中に腰痛や身体の痛みを抱えながら従事している職員が多いことが判明した。コメ
ントからも「今後、腰痛になるかもしれない不安がある」という現在は痛みが無くとも今後痛みが出るかも知
れないと心因的不安がある職員がいることも判明した。
 しかし「腰痛になるのは仕方ない」「個人の責任」と思い、諦めになっていることも分かった。   
今回、腰痛に対する自己予防の勉強会、福祉用具の導入をおこなうことで、腰痛軽減・自己予防意識の向上に
なった。
 
４. 考察
  研究の中で、福祉用具の導入や朝礼時のストレッチを取り入れたことは、腰痛予防につながり組織的に自己
予防の環境を整えることにつながった。職場の習慣や環境を変えることは腰痛予防対策にとって不可欠である。
今後も腰痛だけに留まらず患者の安全第一に考えた環境作りをめざし取り組みことが重要である。

「看護や介護職員が腰痛に苦しむことなく、定年まで働き続けたい」という願いが実現できることに役立てた
いと考える。
 
５. 結論
 ・腰痛予防に対する正しい知識を知ることで、自己予防意識につながる。
 ・福祉用具を正しく活用することで、腰痛軽減につながる。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
5-4-3　業務改善④
ノーリフトケア 
～患者様と職員に優しい介護を～

京都東山老年サナトリウム　看護部

ほりた まゆみ

○堀田 万由美（看護師）

当院の主たる対象患者様は高齢者であり、日常生活の全般に介助が必要である。その負担からではあるが、院
内のアンケート調査で職員の 8 割以上が〝腰痛を自覚している″という結果となった。また、患者様の安全が
最優先であり、力任せな介助をしている場面が多く、腰痛を理由とする、職員の離職も少なくない状況でもあっ
た。
そこで、“ 腰痛は職業病 ” として諦めないといけないのか？について考えてみることとした。
無理な頑張りは、介護者の腰痛のみでなく、患者様も不安を感じ、緊張が増している様にも思え、介助する側
とされる側、双方にとって利点はないと感じた。現状を上司に相談すると、コルセットの支給など腰痛に対す
る対症療法に加え、従来の、介助者自身の力やテクニックにのみ頼る介護には限界があるとの見解で、以下の
取り組みの機会が与えられた。
平成 29 年、腰痛発症の根本的な解決に取り組む為、院長を始めとした肉体負担軽減会議を立ち上げ、リフト
やシートを購入した。
翌 30 年には、移乗委員会を発足し『職場の環境を改善し従来の習慣的方法を見直し改めることで、腰痛は予
防できる』という意識の改革を根幹に据えることを目標とし、ノーリフトケアを導入した。
全ての職員に対しアンケート調査及び院内研修を実施すると共に、ポスターを掲示し周知に努めた。また巡回
にて介助の実際を調査し、患者様に応じた介護機器の選別を行った。
結果、介護機器を活用したノーリフトケアの推進により、職員の性別や体格に左右されない質の高い介助を行
うことができ、更に男女共に腰痛の発生が減少した。職員の腰痛予防への取り組みは、患者・職員の事故を未
然に防ぐと共に、看護や介護職員の離職削減にも繋がる重要な取り組みであると考える。
そして、今回のプロセスが、“ 変えられない ” というマイナスな思考を、変える！変えられる！プラスに捉え
て前進することにも繋がったのでここに報告する。
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5-4-4　業務改善④
介護される側もする側も負担のない車椅子移乗を目指して

ナカムラ病院　Ｂ５病棟

むらい けんと

○村井 健人（看護師），中本 智恵，西川 德美，金末 麻希

【目的と方法】
当院認知症治療病棟の患者は介助による車椅子移乗を必要としている。全患者がホールで食事や日中の活動を
しているため、同時刻に車椅子移乗する時間帯が発生する。そのため介護される側する側の負担軽減を目指す
ことを目的に本研究を行った。職員２６名に対し３ヶ月間、身体的負担軽減を図るため福祉用具の使用と移乗
方法をテープで色分けし分析。その期間の前後には車椅子移乗に関するアンケートを行い、定着化へ向けた問
題点の洗い出しを実施した。

【結果】
介助する側の福祉用具使用率は８％から７７％に増加。職員間の連携は３４％から５８％に増加。移乗時の不
安は５８％から１２％に軽減。移乗時の痛みは５４％から１２％に軽減。移乗時の余裕を持って出来ているか
は大幅な変化はなかった。介助される側では、女性職員にも頼みやすくなったと言う声もあり、移乗時の抵抗
が軽減されたと考える。

【考察】
今回の研究では２人介助、福祉用具を使用しての車椅子移乗する事を設定し行った。今までは１人で車椅子移
乗を行いがちであったが、テープを貼り可視化したことで、声掛けがしやすくなり協働が図れたと考える。勉
強会で個々の患者に合わせた介助方法を伝達実施、スライディングボードが１枚から４枚に増加し、使用しや
すい場所に置く事が出来た事が福祉用具の使用率増加に繋がった。福祉用具を使用したいの比率に変化はな
かったが、１回目のアンケートでは使用した事がないから使用したいという意見が多くあったのに対し、実施
後の２回目のアンケートでは、使い易さや双方の負担の軽減がなされたから使用したいという意見に変化した。
今後も継続していく為には定期的な勉強会や新たな問題点の検討を行う事で、介護される側もする側も負担の
少ない車椅子移乗を目指せると考える。
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5-4-5　業務改善④
床上移動・体位変換における福祉用具使用の定着を目指して

松山リハビリテーション病院　看護部

やました ともや

○山下 智也（看護師），重川 麻緒美，山岡 結希花，藤本 春美

【目的】A 病棟では、脳梗塞・脊髄損傷や神経難病等の重度後遺症を抱え、自力で体を動かす事が困難な患者
が多数入院している。その為、患者の床上移動・体位変換の際に、持ち上げ・引きずりをなくす目的で、病室
入口の手すりに福祉用具 ( スライディングシート計 6 枚・マルチグローブ計 4 枚 ) を設置している。しかし、
十分に活用されておらず、スタッフの力によって介助を行っている場面が多い。その為、患者の臀部、仙骨周
囲への摩擦による皮膚損傷のリスクが高くなり、介助スタッフの負担も大きい。実際に腰痛等を抱えるスタッ
フも多く、腰痛ベルトを使用している割合も高い。そこで、安全・安楽な患者への介助と、スタッフの腰痛予
防を目的に、福祉用具の活用がなぜ出来ていないのか問題点を明らかにし、福祉用具の定着を目指す。
 

【方法】
1. 対象：A 病棟入院患者で障害老人の日常生活自立度 ( 寝たきり度 ) がランク C に該当する患者 17 名、A 病
棟スタッフ 42 名 ( 看護師 26 名 介護士 16 名 )
 
2. 時期：令和元年 5 月中旬～ 8 月中旬まで
 
3. データ収集・分析方法
1)A 病棟スタッフに福祉用具の使用状況・腰痛についてのアンケートを実施し、問題点を抽出する。
2) アンケートの結果を基に、設置場所や体位変換のタイミング、環境設定などを変更し、方法・手順をパウチ
作製する。
3) 作業療法士から病棟スタッフへ使用方法のデモンストレーション講義を実施する。
4）体位変換チェック表を対象患者毎に作成し、福祉用具の活用頻度を算出すると共に、2 ヶ月後に再度スタッ
フにアンケートを行い、使用状況とスタッフの意識にどのような変化があったのかを分析する。
5）現場スタッフにフィードバックし、福祉用具の使用を促す。
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5-5-1　デイケア（維持期リハ：在宅系）
通所リハビリテーションにおける自主トレーニングの定着を目指して

京都南西病院　診療部　リハビリテーション科

つぼつか ひより

○坪塚 日和（理学療法士），倉本 康平

【はじめに】通所リハビリテーション（以下：通所リハ）において、これまで自主トレーニングを習慣化でき
た症例は少なく、自主トレーニングメニューや指導方法に難渋することがある。そのため自宅での運動量が低
下し廃用による筋力低下が進み、ADL の低下や転倒、寝たきりのリスクも増大する。そのリスクを予防する
ためには、自主トレーニングメニューの提案や指導だけでなく、利用者が主体となって運動を継続できるよう
にアプローチしていくことが非常に重要だと考えた。そこで今回、自主トレーニングメニューの作成に加え、
チェックシートを使用することで自宅での自主トレーニングを定着させることができたため報告する。

【対象】1 ～ 2 時間の通所リハの利用者、要支援 10 名（男性 5 名、女性 5 名）、平均年齢 79.2 歳。なお対象者
には取り組みの目的、内容等を説明し、同意を得た上で実施した。

【方法】個人ごとに方法や回数を記載した自主トレーニングメニューとチェックシートを作成、個別に指導し、
1 か月間モニタリングを行った。通所リハ利用時には、自主トレーニングが実施できたかどうか、行った回数
等の聞き取りを行った。

【結果】毎日継続して実施できた症例は 4 名、以前に比べ自主トレーニングをする機会が増えた症例は 3 名、
継続して実施できなかった症例は 3 名であった。

【考察】アンケート調査を行ったところ、チェックシートを用いることでやる気が出た、毎日続けることによ
り達成感がある、生活にメリハリができた等の意見がみられた。継続して行えなかった理由としては、痛みが
出たことによる意欲低下、家事をしていて時間がとれなかった、体調不良があげられた。今後は、痛みの原因
を追究し、自主トレーニングメニューの修正や方法の確認を適宜行い、回数や負荷の調整をしながら介入して
いきたい。また今回は短期間であったため、今後も継続して長期的に経過を追っていきたい。
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5-5-2　デイケア（維持期リハ：在宅系）
デイケアにおける脳卒中上肢運動麻痺に対するサーキットトレーニングの取り組み

1 介護老人保健施設たまむら　老健リハビリテーション課，2 介護老人保健施設たまむら　介護部

みつぎ けんせい

○三木 健正（理学療法士）1，福田 貴洸 1，田島 志穂 1，矢野 友香 2

はじめに
近年、慢性期のリハビリテーション（以下リハビリ）は、医療保険から介護保険への移行を進めており、介護
保険のリハビリでは、社会参加はもちろんのこと身体機能の改善や維持に対する期待も高まっている。一方で、
脳卒中後の上肢麻痺の改善には、5 時間以上 / 日の使用が必要であると報告されており、デイケアなどの限ら
れたサービス時間で改善を図るには、自主練習にロボットリハビリ等を組み合わせ、利用者が主体的に取り組
める工夫が求められる。今回、当デイケアでは、上肢麻痺の改善に特化したサーキット形式の自主練習プログ
ラムを考案したため、その方法と結果について報告する。
方法
対象は、当デイケアの 3 ～ 4 時間利用の 50 代から 70 代の脳卒中罹患者 5 名 ( 脳梗塞 2 名、脳出血 3 名 ) 発症
後 1 年から 6 年経過している。サービス内容は、個別リハビリとして促通反復療法と生活指導、自主練習とし
てストレッチ、IVES(OG 技研 )、上肢ロボット CoCoroe AR2( 安川電機 )、課題指向型訓練、パワーリハビリ
を中心にサーキット形式で実施した。
結果
Frenchay Activities Index では 5 名中 5 名の向上、Motor Activity Log では、AOU、QOM の向上が 2 名、
維持が 3 名、Brunnstrom Recovery Stage では上肢・手指の向上が 1 名、維持が 4 名であった。生活の変化
として、上肢の参加が増え、職場復帰に繋がった方や食事の中で上肢の参加が増え、外食機会が増加した方も
いた。
結論
デイケアでは、限られたサービス時間の中で社会参加に加え身体機能の維持・改善を求められている。特に上
肢麻痺の機能改善には、多くの時間を要する必要があり、上肢麻痺に特化したサーキット形式のプログラムを
実施することで、機能・IADL の維持・改善が見られた。デイケアという特性の中で、上肢麻痺に対する集中
的なプログラムを提供できることは、慢性期上肢麻痺の改善を望む利用者の自立支援の一助になると考える。
今後は、対象者を増やし、更なる検証に努めていく。
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5-5-3　デイケア（維持期リハ：在宅系）
新規でデイケアを利用する高齢者の FIM の変動について

新生翠病院　デイケアセンターさくら

いいほし まりえ

○飯干 満理恵（理学療法士），前田 ゆみ

【はじめに】
維持期にあたる高齢者がデイケアを利用することにより、半年後には ADL の維持向上が図れていたため、こ
こに報告する。
 

【目的】
成長過程においては衰退期にある高齢者がデイケアを新規で利用する事により ADL 維持に効果があるのか明
らかにし、今後の業務見直しに活用する。
 

【研究方法】
平成 29 年 8 月～平成 30 年 7 月の期間でデイケアを新規で利用した 28 名（平均年齢 82.96 歳。平均介護度 2.29。
期間中、入院により利用を中断した 2 名と要支援者を除く）を対象に FIM を評価した。初回と 6 ヵ月後の変
化を比較し ADL が維持できているのかを調査分析した。また、本研究は倫理的観点から利用者が特定されな
いよう配慮した。
 

【結果】
FIM の点数の平均値を介護度別に見ると、介護 3 の利用者以外は維持改善があった。利用回数別に見ると、
いずれにおいても改善があった。項目別に見ると、維持改善した項目は、食事、清拭、更衣（上半身・下半身）、
トイレ、排尿・排便コントロール、移動の歩行・車椅子、階段、理解、表出で、特に清拭、更衣、移動の歩行・
車椅子、階段の改善が大きかった。低下した項目は、整容、移乗、社会的交流、問題解決、記憶で、移乗の中
では特にベッド・椅子・車椅子の低下が大きかった。
 

【考察】
各項目に関しては、清拭・更衣動作は、肩関節疾患のある利用者が訓練や動作指導により能力を獲得したこと
が改善に繋がったと考える。歩行・車椅子、階段に関しては、歩行能力の向上をリハビリの目的とする利用者
が多く、歩行に重点を置いた訓練を実施した結果、改善に繋がったと思われる。移乗項目の低下は、自己免疫
疾患の症状悪化に伴う下肢の支持性の低下や疼痛による動作の不安定さが原因と思われる。しかし、デイケア
を利用する事で ADL の維持が図れており、在宅生活を継続する上で重要な役割を果たしていると言える。
 

【結論】
高齢者でもデイケアを利用する事によって ADL を維持できる事が分かった。
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5-5-4　デイケア（維持期リハ：在宅系）
デイケア利用者に対する最重要訓練の検討

印西総合病院

よしだ あきよ

○吉田 明代（理学療法士），佐藤 翔

【はじめに】
平成 27 年に厚生労働省は「介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査」において、通所リハビリテーショ
ン ( 以下：デイケア ) において日常生活上の課題領域として要支援、要介護 1-2 の 90％以上が歩行が課題だと
している。今回、要支援・要介護において歩行訓練の必要性を明確にすることで要介護度毎に最重要となる訓
練を選択、提供できると考えた。

【対象・方法】
対象：調査時に当院のデイケアを利用している、または過去利用していた 79 名 ( 要支援 1 から要介護 5 の人数：
14 名、15 名、20 名、21 名、9 名、4 名、2 名 ) 平均年齢 80 ± 9 歳であり、自力歩行が可能な者を対象とした。
対象者の歩行評価として、Timedup&GO( 以下：TUG)・10 ｍ歩行評価（以下：10MWT）を行った。

【結果】
各評価結果 ( 平均時間 ) を要支援１から要介護 5 までを左から順に示す。10MWT は 12.6 秒、12.1 秒、16.1 秒、
17.2 秒、46.1 秒、26.73 秒、25.07 秒。TUG は 14.4 秒、15.4 秒、20.6 秒、21.9 秒、58.33 秒、30.5 秒、28.4 秒となっ
た。

【考察】
TUG、10MWT の結果は先行報告にてカットオフ値となる基準が設けられている。その基準値を今回の結果
に照合させると、要支援 1- 要介護 2 までは屋外歩行可能、要介護 3-5 は屋内歩行でも転倒リスクが高い傾向が
見受けられた。この結果を踏まえ、デイケアでは転倒リスクが低い要支援 1- 要介護 2 の方に対しては、歩行
訓練が最重要ではない可能性が示唆される。その為、日常生活動作訓練や日常生活関連動作訓練が最重要だと
いえる。
要介護 3-5 の方に対しては転倒予防を目的とした歩行訓練やバランス訓練を実施するのに加え、基本動作の訓
練が最重要だといえる。
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5-5-5　デイケア（維持期リハ：在宅系）
予防通所リハビリテーションにおける「口腔機能向上加算」取得に向けた活動報告

小林記念病院　老人保健施設ひまわり　通所部予防デイケア

にしな ゆき

○仁科 友貴（健康運動指導士）

1. 背景
予防通所リハビリテーションの複数サービス実施加算Ⅰ（運動器機能向上及び口腔機能向上）の算定率は
24.6％と低調である（独立行政法人 国立健康・栄養研究所，2014）．今回当施設では，口腔機能向上加算の算
定が低調な理由の一つである「本人のニーズが無い」（独立行政法人 国立健康・栄養研究所，2014）に着目し，
算定率向上に向けたイベント『口腔運動会』を行った．その結果，成果が見られたため報告する．
2. 目的
①利用者が自分の口腔機能の状態を知り，口腔リハビリの重要性を学ぶこと②口腔機能向上加算の算定率を上
げることの 2 つを目的とした．
3. 対象者
当施設の予防通所リハビリテーションの全利用者 128 名
4. 方法
言語聴覚士と連携し，訓練内容を運動会用にアレンジした 3 種目を実施した．また，運動会前後に同一内容の
意識調査を実施した．結果を基に加算を勧めた．
5. 結果
喀出力に対する意識変化が大きく見られた．自分の喀出力に対して “ 自信がある ” と答えた 101 名の内，40 名
の返答が “ 自信がない ” に変化していた．その内 28 名に対して加算を勧めたところ，新たに 9 件の加算取得
に繋がった．
6. 考察
客観評価で口腔機能に不安のある利用者でも，運動会前は，自分の口腔機能に対して “ 自信がある ” と返答し
ていた．これは「超高齢者や百寿者は客観的には機能低下が見られるが，自己に対する主観的な評価には低下
が見られない（日老医誌，2014）」ことが原因であると考えられる．
運動会を通して，口腔リハビリの必要性を感じていなかった加算対象者が，実際の能力よりも自己評価が高い
ことを認識した．他者との能力差を認識することもできた．その結果，「口腔リハビリの重要性」に気付き，「本
人のニーズ」が「口腔リハビリ」へと変化した．そのため，新たに 9 件の加算取得に繋がったと考えられる．よっ
て，『口腔運動会』は口腔機能向上加算の算定率を向上させる手段として，有効であると言える．
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5-5-6　デイケア（維持期リハ：在宅系）
維持期外来リハビリテーションから短時間デイケアへ移行した利用者の ADL と心理状況

1 中洲八木病院　リハビリテーション部，2 中洲八木病院　医師

たていし じゅんじ

○立石 淳次（理学療法士）1，臼井 千秋 1，井関 博文 1，倉田 浩充 2，日浅 匡彦 2

はじめに
 H18 年度の診療・介護報酬にて要介護者等への維持期リハビリテーション ( 以下リハ ) の介護保険への移行が
打ち出された。しかし、患者の心理的抵抗感等から円滑に移行出来ない背景があったが、H31 年度に完全移行
した。同年度より、当院でも維持期外来リハ患者が短時間デイケア ( 以下短デイ ) へ移行することとなった。
 そこで今回、移行した利用者の ADL や心理状況について検討したので報告する。
 対象
 当院外来リハに通院していた患者で、当院が運営する短デイへ移行した 27 名、年齢 80.3 ± 6.5 歳とし、認知
機能が低下した者は対象外とした。また、本研究は当院の倫理委員会にて承認されたものである。
 方法
 ADL の評価は FIM を用い、外来リハ最終月と短デイ移行 3 か月後で比較した。心理状況については、自記
式質問紙法によるアンケート調査を行った。内容は、①短デイ移行後の満足度②リハ実施時間の満足度③送迎
サービスに対する満足度④医師と接する機会が減少したことによる不安度⑤身体機能面の変化⑥自主訓練の頻
度の変化とした。
 結果
 移行前後の FIM は、いずれも 119.3 ± 10.1 点で変化は認めなかった。移行後の満足度は「満足」「やや満足」
が 67％であった。身体機能面の変化は「良くなった」「変わらない」が 78％、自主訓練は「増えた」「変わら
ない」が 74％であった。
 考察
 本研究の結果から移行後の利用者の満足度は高く、ADL も維持出来ており、要介護者等の維持期リハとして、
短デイは有用であると考えられる。移行後、不満と感じている意見に関して「リハ時間が短い」という内容が
多くみられた。しかし「短い時間でもしっかりリハが受けられる」という意見もあるため、利用者一人一人の
状態把握を行い、納得できるリハを提供していくことが今後の課題である。
 また、本研究に関して、移行してからの期間が短いため、変化が少ないことも考えられるので、今後も引き
続き検討していく必要性があると考える。


